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【参照法令】  民法４０４条 

 
《本件判決についての解説》  
１．事実の概要 
 Ｘらの子であるＡ（平成４年１月２９日生。当時９歳）は、平成１３年８月１８日、Ｙの過失
によって発生した交通事故（以下「本件事故」という）により死亡した。Ｘらは、本件事故によ
るＡのＹに対する損害賠償請求権を法定相続分である各２分の１の割合で相続により取得したと
して、不法行為等による損害賠償請求権に基づき、Ｙに対し、本件事故による損害賠償を請求し
た。 
 原審は、次のとおり判示して、Ａの将来の逸失利益の算定における中間利息控除の割合につき
年３％を採用し、Ｘらの請求を一部認容した。すなわち、交通事故による逸失利益を現在価額に
換算する上で中間利息を控除することが許されるのは、将来にわたる分割払と比べて不足を生じ
ないだけの経済的利益が一般的に肯定されるからにほかならないのであるから、基礎収入を被害
者の死亡又は症状固定の時点でのそれに固定した上で逸失利益を現在価額に換算する場合には、
中間利息の控除割合は裁判時の実質金利（名目金利と賃金上昇率又は物価上昇率との差）とすべ
きである。民法４０４条は、利息を生ずべき債権の利率についての補充規定であり、実質金利と
は異なる名目金利を定める規定であるので、これを実質金利の基準とすることの合理性を見いだ
すことはできない。また、旧破産法（平成１６年法律第７５号による廃止前のもの）４６条５号
ほかの倒産法の規定や民事執行法８８条２項の規定が弁済期未到来の債権を現在価額に換算する
に際して民事法定利率による中間利息の控除を認めていることについては、いずれも利息の定め
がなく、かつ、弁済期の到来していない債権を対象としており、弁済期が到来し、かつ、不法行
為時から遅延損害金が発生している逸失利益の賠償請求権とは、その対象とする債権の性質を異
にしているのであって、中間利息の控除割合についてこれらの規定を類推又はその趣旨を援用す
る前提を欠くものというべきである。我が国の昭和３１年から平成１４年までの４７年間におけ
る定期預金（１年物）の金利（税引き後）と賃金上昇率との差がプラスとなった年は１６年で、
マイナスとなった年は３１年であること、そのうちプラス２％を超えたのは３年（最大値はプラ
ス２．３％）であり、マイナス５％を下回った年は１６年（最小値はマイナス２１．４％）であ
り、全期間の平均値はマイナス３．３２％であり、平成８年から平成１４年までの期間の平均値
は０．２５％であることによれば、Ａの将来の逸失利益を現在価額に換算するための中間利息の
控除割合としての実質金利は、多くとも年３％を超えることはなく、中間利息の控除割合を年３％
とすることが将来における実質金利の変動を考慮しても十分に控え目なものというべきである、
と判示した。これに対し、Ｙが上告した。 

 
２．判決の要旨 
  破棄差戻し。「我が国では実際の金利が近時低い状況にあることや原審のいう実質金利の動向か
らすれば、被害者の将来の逸失利益を現在価額に換算するために控除すべき中間利息の割合は民
事法定利率である年５％より引き下げるべきであるとの主張も理解できないではない。 
  しかし、民法４０４条において民事法定利率が年５％と定められたのは、民法の制定に当たっ
て参考とされたヨーロッパ諸国の一般的な貸付金利や法定利率、我が国の一般的な貸付金利を踏
まえ、金銭は、通常の利用方法によれば年５％の利息を生ずべきものと考えられたからである。

逸失利益の算定における中間利息控除の割合 
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そして、現行法は、将来の請求権を現在価額に換算するに際し、法的安定及び統一的処理が必要
とされる場合には、法定利率により中間利息を控除する考え方を採用している。例えば、民事執
行法８８条２項、破産法９９条１項２号（旧破産法（平成１６年法律第７５号による廃止前のも
の）４６条５号も同様）、民事再生法８７条１項１号、２号、会社更生法１３６条１項１号、２号
等は、いずれも将来の請求権を法定利率による中間利息の控除によって現在価額に換算すること
を規定している。損害賠償額の算定に当たり被害者の将来の逸失利益を現在価額に換算するにつ
いても、法的安定及び統一的処理が必要とされるのであるから、民法は、民事法定利率により中
間利息を控除することを予定しているものと考えられる。このように考えることによって、事案
ごとに、また、裁判官ごとに中間利息の控除割合についての判断が区々に分かれることを防ぎ、
被害者相互間の公平の確保、損害額の予測可能性による紛争の予防も図ることができる。上記の
諸点に照らすと、損害賠償額の算定に当たり、被害者の将来の逸失利益を現在価額に換算するた
めに控除すべき中間利息の割合は、民事法定利率によらなければならないというべきである。」  
 
３．本件判決についてのコメント  
 （１）本判決に反対する。 
 
 （２）本判決は、不法行為に基づく損害賠償請求における逸失利益算定の際、中間利息控除を
民事法定利率（民法４０４条）である年５％（以下、単に「○％」と記した場合には、年利を表
す）で行うべきであるとの判断を最高裁として初めて示したものである。この問題については、
以下に見るように、事実としては、超低金利時代の継続を背景として、「実感としての不公平感」
から、裁判において原告（被害者）から５％では高すぎると主張され、一部の下級審裁判例では、
５％よりも低い利率によってなされることにより、判断が分かれていた。 
 この問題に対しては、「経済的な正しさ」と、それを裁判で適用する際の事実上の障碍やその他
の考慮要素を前提とした「法的な正しさ」の主張がなされている。以下では、まず（３）におい
て従来の関連する議論を概観し、次に（４）において「経済的な正しさ」の検討を行い、さらに
（５）において従来の裁判例、及び法学説の整理を行い、それらを踏まえ（６）において若干の
検討を行いたいと考える。 
 
 （３）不法行為に基づく損害賠償請求における逸失利益算定の際の中間利息控除は、将来の価
値を現在の価値に引き直すために、その間の運用益を控除するという趣旨で行われる。その利率
は、従来の裁判実務では、民事法定利率である５％によることがほぼ疑われることがなかったけ
れども、バブル経済崩壊後の超低金利を背景に５％により中間利息を控除すること［1］に対して
異論が多く唱えられるようになった。 
 実は、将来の経済動向にかかわって逸失利益の算定のあり方が大きな争点となるのは、これが
初めてではない。一般に裁判所が採用するところとはならなかったけれども、高度成長期にイン
フレーション（以下、「インフレ」という）が進行していた時期には、逸失利益の算定においてそ
れを考慮すべきであると強力に主張された［2］。インフレ算入の具体的方法については、インフ
レによる目減り分を慰謝料で斟酌するとする慰謝料補完説、インフレ率を予測し、損害額に乗ず
るとするインフレ率乗法説等とともに、中間利息の利率５％からインフレ率を減ずるべきとする
インフレ率減法説（多数説であり、インフレ率を５％として中間利息控除を否定する見解もある）
や、中間利息をインフレ率も含んだ実質利率（実質利率＝名目利率－インフレ率）で控除すべき
とする実質利率説などが主張された［3］。 
 
 （４）統計上、ＧＮＰの成長率と金利の関係には、正の相関関係がある［4］。したがって、イ
ンフレが進行している時期は、一般に、金利も高い。ここで注意しなければならないのは、高金
利の時期にも低金利の時期と同様に中間利息控除の割合が５％では高すぎるという議論になるこ
とである。すなわち、原審判決の理由や、先に述べたインフレ率減法説や実質利率説の主張から
わかるように、かりに民事法定利率５％で中間利息控除が行われれば、５％で運用したとしても、
インフレの分だけ目減りする。 
 他方、逆に、インフレが進行していない時期は、一般に、金利が低い。かりにインフレ率がゼ
ロだと仮定しても、中間利息控除が５％で行われれば、運用利率（これは、現在、ほぼゼロに近
い）と５％の差額分が目減りする。このように、経済学的に見れば、中間利息控除を５％で行う
ことの問題は、超低金利時代の特有の問題ではないことがまず理解されなければならない［5］。
そして、経済理論上は、原審判決に述べられるとおり、実質金利＝名目金利－物価上昇率（又は
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賃金上昇率）という関係があるのだから、中間利息は、本来であれば、実質金利で控除するのが
正しいことになる。そして、経済学的に見れば、名目金利と物価上昇率には正の相関関係がある
から、実質金利は、名目金利の高低にはあまり影響されることなく、高度成長期には、マイナス
か、プラスであってもわずかであり［6］、低成長期に入っても、わずかにプラスであって、１９
５７年から２００１年までの平均でマイナス３．４５％、最大で２．３０％、上位１０年の平均
で１．６０％、上位２０年の平均で０．７１％であるとのことである［7］（原審判決も、ほぼ同
様の統計を引用している）。 
 
 （５）中間利息控除を実質金利で行うことは、不法行為法の目的である損害の公平な分担とい
う観点からも肯定されるべき結果である。しかし、従来の裁判例では、逸失利益の算定において
中間利息を法定利率の５％で控除するのが当然とされてきた。その後、実態としては、超低金利
時代を背景として中間利息控除の欠陥を実感したことにより、中間利息控除割合それ自体が裁判
例で争われるようになった。そして、平成８年には、初めて５％より低い割合で中間利息控除を
行う裁判例が現れ［8］、その後も、いくつかの裁判例で５％より低い中間利息控除割合が採用さ
れた［9］。これらの判決の理由は、後に指摘するように、一部を除きもっぱら近時の低金利であ
った。 
 他方で、このような判決の登場にもかかわらず、５％を堅持する裁判例が圧倒的に多い［10］。
これらの判決は、将来の長期間にわたる金利動向の予測の困難性、金銭債務の債務不履行に伴う
損害賠償利率と中間利息控除の利率の共通性、破産法４６条５号など倒産法の諸規定における現
在価格の評価法などを理由として、５％による中間利息控除を不合理、不公平とすべき理由がな
いとしている。 
 ただ、５％以外の中間利息控除割合が採用された裁判例においても、もっぱら近時の低金利、
とくに公定歩合や定期預金等の運用利率の低さを理由とするもの［11］は、先に検討した経済学
上の問題の所在を十分に理解しているとはいえない。５％による中間利息控除の問題点は、名目
的な運用利率の高低ではなく、５％と実質金利との差にあるからである。このことを正しく理解
しているのは、１件のみ［12］である。ただし、そもそも貨幣価値の変動をまったく考慮しない
のが最高裁判例［13］だとすれば、インフレを考慮しないことは、その限りでは不公平だとはい
え、下級審を含めた裁判例の前提となってしまっているのかもしれない。そうだとすれば、理由
付けは、運用利率の問題、すなわち名目的な金額の問題のみになってしまうのは、やむを得ない
のかもしれないのだけれども、理論上の問題点は、先に示したとおりである。 
 学説では、中間利息の控除割合を問題とした経済学者の著作［14］が発行される平成９年頃ま
では、交通事故の事故処理マニュアルにおいても「現在のところ５パーセントの割合を維持する
ことに対する有力な反対説はない［15］」とされていたが、平成１１年になり、「昨今の低金利状
態にかんがみれば、この妥当性を疑うことにためらいはない［16］」と疑問が呈されるようになっ
た。しかし、その後も、しばらくは、問題点の指摘にとどまり［17］、あるいは、５％を肯定した
裁判例の評釈等においても、他に代わるものがないので、現状ではやむを得ないという見解が大
多数であった［18］。この背景には、５％以外の利率の採用は、立法論としては別だが、解釈論と
しては失当だという認識があったようであり［19］、また、遅延損害金が５％であることとのバラ
ンスを強調するもの［20］や、逸失利益算定の虚構性を強調し、金利のみを実体に合わせること
の疑問に加え、法的安定性、及び事案間の公平の観点から５％を維持すべきという主張があった
［21］。また、座談会［22］において検討がなされた際には、中間利息控除の割合を事実認定とし
て裁判官が裁量的に判断するという考え方［23］も主張されたものの、中間利息控除の割合はル
ールと割り切り、したがって事実認定の余地なく、５％による控除をすべきという考え方［24］
も主張されていた。 
 これらに対し、中間利息控除割合として５％が高すぎるという見解が弁護士らによる論文集に
より有力に主張された［25］。この論文集に掲載された実質金利による控除を主張する論稿［26］
は、５％による控除論の論拠を次のように整理し、詳細に反論を加えている。以下に、簡潔にま
とめてみよう。 
 
 Ａ 遅延損害金が５％であることとのバランス 
  ←性質上も取扱上も、同様に論じられない［27］。 
 Ｂ 精密化を諦める議論 
  Ｂ１ 定型化必要論 
   ←本末転倒であり、算定方法を精密化すべきである。 
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  Ｂ２ 証拠不足論 
   ←事実認定の問題であり、個々の訴訟における証拠の問題である。 
  Ｂ３ 算定困難及び控え目算定論 
   ←利子率や所得成長率を予測する必要はなく、「控え目」は蓋然性のある値に限られるべき
であって、利子率５％、所得成長率０％はあり得ない。 
 Ｃ 支払う側の負担を考慮する議論 
  ←疑う余地のない謬論である。 
 Ｄ 他の利殖方法論 
  ←リスクの高い投資を前提とはできない。 
 Ｅ わが国の法体系上５％が中間利息控除率であるとの議論 
  Ｅ１ 民法制定経緯を理由とするもの 
   ←５％は、「経済上ノ実況」を考慮したものであって経済成長率を考慮している［28］。か
りに中間利息控除に関する立法がなされたとすれば、当時の立法担当者は、「庶民が可能な利殖は、
経済成長と同程度のものだから、寧ろ、成長率と利子率は相殺され、中間利息控除率は零ないし
それに近い率となる」と主張するであろう。 
  Ｅ２ 破産法等との関係から５％を妥当する議論 
   ←破産法等で想定されている債権は、期間も短く、性質上も名目金利で控除すべきもので
ある。 
  Ｅ３ 過去の金利との関係で５％は不相当ではないとの議論 
   ←問題なのは、預金金利ではなく実質金利である。 
 Ｆ 定期金賠償論［29］ 
  ←長期の定期金賠償は、保険会社倒産等のリスクが低くない。 
 
 この後、本判決の研究において、まったく異なる観点からの主張がなされた［30］。この見解は、
逸失利益の中間利息控除割合については明文の規定がなく、法の不存在（欠缺）であり、他方、
民法４０４条は、任意規定であり、任意規定には意思、及び慣習による修正があり得るから、結
局、控除割合については、慣習による修正のもとに民法４０４条の類推適用によって埋めるとし
て、５％以外の割合を適用するにあたっての法的根拠を主張する。 
 
 （６）本判決は、近時の低金利（繰り返しになるが、これに着目することは、事実上はともか
く、経済理論上は、誤りである）、及び実質金利の動向に鑑み、中間利息控除の割合を５％より引
き下げるべきだという主張に一定の理解を示しながらも、①民法４０４条の沿革、②倒産法等に
おける扱い、③法的安定性、及び統一的処理の必要性、の３つの理由を挙げ、中間利息控除の割
合を民事法定利率である５％とすべきとした。 
 まず、注目すべきなのは、最高裁が「実質金利の動向」に一定の理解を示したことである。何
度も繰り返したように、中間利息控除で問題なのは、貨幣価値の変動率も含めた実質金利である。
中間利息控除については、最高裁が本来は実質金利を用いるべきことを認めたことになり、さら
には、従来は一般的には認めることのなかったインフレを考慮したことにもなる。この可能性が
示されたことは、重要である。しかし、これは、結論としては切り捨てられ、上に述べた①～③
を理由として５％を維持した。 
 しかし、①については、立法の際の議論によれば［31］、５％は、諸外国の利率を参考にしなが
ら「名目金利」を定めたと解すべきであり［32］、したがって、これが、中間利息控除に利用され
ることは前提とされていないと考えられる。結局、原審判決のいうように、民法４０４条の「利
息を生ずべき債権」の「利息」とは、「名目金利」を指しており、「実質金利」が問題となる場合
には、民法４０４条は、適用の前提を欠くのである［33］。本判決のいう「金銭は、通常の利用方
法によれば年５％の利息を生ずべきもの」ということは、名目金利についていえることであって、
実質金利には当てはまらない。 
 また、②については、民事執行法や破産法ほかの倒産法において明文を必要としたのであって、
逸失利益の中間利息控除の割合に当てはまるものではなく、これについては、法の不存在（欠缺）
である、と反論できる［34］。本判決のいう「法的安定及び統一的処理が必要とされる場合」に関
して言及すれば、「統一的処理」については、執行や倒産の場合には、当該事件における複数当事
者（債権者）間の「統一的処理」が必要なのであって、これは中間利息控除の割合には当てはま
らない。また、「法的安定性」については、次に述べる③に関する批判が可能である。 
 さらに、③については、５％維持説においても主張される逸失利益の虚構性からの反論が可能
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なのではないだろうか。逸失利益の算定根拠となる賃金や生活費控除等は、ある程度は類型化さ
れているとはいえ、すべてフィクションであり、個々の訴訟における裁判官の認定かかっている。
この複雑な算定において中間利息控除割合のみを統一することにどれほどの意味があるのだろう
か［35］。もちろん、ここで前提としているのは、裁判官として認定が、５％を下回る判断をした
下級審判決のように、常識的範囲にあることだが、あえて統一が必要であれば、最高裁として、
実質金利を考慮した数字を示せば、この数字は、名目金利の動向にあまり影響を受けないから、
それに収束していくと考えられる。本判決の理由とはなっていないので、ここで取り上げる必要
はないかもしれないが、繰り返し述べるように、将来の長期の実質金利の動向を予測するのは、
名目金利の動向を予測するのと異なり、比較的困難ではない。長期で見れば、マイナスがかなり
多く、高くてもプラス２％程度の範囲に収まるだろう（原審判決にあるように、過去４７年間で、
マイナスの年がかなりあり、最高２．３０％である。マイナスであれば、逆に「中間利息加算」
をすべきことになる）。算定上、必要であれば「控え目［36］」でよいから、一定の数字を示せば
よいのである。かりに統一するにしても、非現実的な５％である必要はない［37］。 
 なお、原審判決は、一般論として「裁判時の」実質金利を適用すべきという。しかし、やはり
理論上は、「将来に予測し得る」実質金利であるべきで、原審判決の３％も、判決文によれば、結
局、これによっていることが明らかであるので、原審判決には、この点で、矛盾が指摘できる。 
 最後に、最高裁判決が理由に掲げなかった５％控除説の理由づけについても、反対説からの反
論に説得力があると考える。従来の議論を見ればわかるように、ほとんどの考え方は、その反対
説の主張する実質的理由には一定の理解を示しながらも、「５％を採らない法的根拠がない」とい
う形式的理由で、「５％はやむを得ない」としてきたことからも、このことは裏付けられよう。そ
うだとすれば、「５％を採らない法的根拠」さえ示されれば［38］、５％の引き下げに賛成が得ら
れるだろう。 
 先に見たように、民法４０４条の「利息を生ずべき債権」の利息は、名目金利を指すから、有
力説が主張するように、実質金利が適用されるべき逸失利益の中間利息控除の割合については、
現行法に明文の規定がなく、法の不存在（欠缺）である［39］。したがって、出発点となるべき法
規定はない。まず、民法４０４条を出発点とする考え方が放棄されなければならない。「５％を採
る法的根拠」は、そもそも、明文にはないのである。 
 そして、中間利息の控除それ自体が、損益相殺と同様に、法には規定がないけれども当事者間
の公平を目的としてなされる損害額の調整であって、その割合の決定は、法規適用の問題ではな
く、事実認定の問題である［40］。そうだとすれば、控除割合の認定の問題は、主張・立証責任の
支配する問題となり［41］、当該事件において、当事者間の公平を目的として何％で控除した損害
額が妥当かという、損害額の立証の問題の一部にすぎなくなる。これが、「５％を採らない法的根
拠」になり得ると考える。 
 そして、中間利息控除は、当事者間の公平が目的であるから、その際には、当然、実質金利に
よる控除がなされなければならないことが前提となるから、論じられるように、実質金利が公知
の事実であるなら［42］、利率の立証に困難はなく、かりにそれが公知の事実ではないとしても、
繰り返し述べるように、実質金利の予測は、名目金利の予測ほど困難ではないから、一定の立証
活動を前提に、裁判官の認定が可能だと考える。 
 ただ、本判決は、逸失利益の中間利息の控除割合を法適用の問題と捉えたので、上告を認めて、
原判決を破棄差し戻しした。しかし、本判決は、法の不存在（欠缺）を見逃し、民法４０４条の
呪縛の虜となっているのである。 
 
 （７）逸失利益の算定における中間利息控除の割合を変更することは、過去の算定方法が誤り
であったことを認めることになる。しかし、将来にわたって誤りを誤りのまま残しておく方が、
比較にならないほど罪は重い。「中間利息控除割合に民法４０４条（法定利率）が適用される」と
いう命題の呪縛から解き放たれさえすれば、５％以外の採用には立法が必要だということにはな
らない。法的には、この問題は、事実認定の問題として処理されるべきである。 
 
注 
［1］その計算のため、従来は、ホフマン方式（単利計算）とライプニッツ方式（複利計算）の両
者が用いられていたが、現在では、東京・大阪・名古屋の各地方裁判所による共同提言がライプ
ニッツ方式の採用を提言したことにより、この問題は、ほぼ収束した（ただし、従来の算定方式
自体に対する異論として、加賀山茂＝竹内尚寿「逸失利益の算定における中間利息控除方式の問
題点について」判タ７１４号１７頁以下（平成２年）、加賀山茂「逸失利益の算定における中間利
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息控除方式について」交通法研究３０号１１６頁以下（平成１４年）参照）。また、この共同提言
は、控除割合として５％を提言したが、後に説明するように、原審判決を始め、一部の下級審判
決に５％を採用しなかった事例がある。この共同提言については、判タ１０１４号６２頁以下（平
成１２年）参照。また、実務への影響という観点から、５％という利率がとくに不合理とはいえ
ないとする司法研修所「損害賠償請求訴訟における損害額の算定」判タ１０７０号４頁以下、と
くに１２頁以下（平成１３年）も参照。 
［2］たとえば、楠本安雄「逸失利益の算定と所得額」有泉亨監修＝坂井芳雄編『現代損害賠償法
講座７』（昭和４９年・日本評論社）１３３頁以下、とくに１５８頁以下、後藤孝典「損害賠償額
の算定と『インフレ算入論』」ＮＢＬ２６１号４０頁以下（昭和５７年）、同『現代損害賠償論』（昭
和５７年・日本評論社）２９５頁、本稿との関係では、とくに３１６頁以下、淡路剛久「損害論
の新しい動向（１）（４）」ジュリ７６４号２２頁以下、とくに２８頁以下、７７６号１２１頁以
下、とくに１２４頁以下（昭和５７年）（同『不法行為法における権利保障と損害の評価』（昭和
５９年・有斐閣）９６頁以下、１３７頁以下所収）、新美育文「損害賠償とインフレ加算」交通法
研究１３号１１０頁以下（昭和６０年）など参照。また、経済学からの主張として、浜田宏一「イ
ンフレ算入論の経済的根拠」ジュリ７６４号３０頁以下（昭和５７年）参照。さらに、アメリカ
の判例を中心としたインフレ算入論の紹介として、生田典久「一括賠償主義の下でのインフレの
算入」ジュリ７９４号７８頁以下（昭和５８年）参照（本稿では、比較法は割愛するが、中間利
息控除を廃止した事例も紹介されている）。なお、インフレとともに、ベース・アップや昇給が問
題となることもある。たとえば、倉田卓次「昇給を加味した逸失利益の算出法」判時６０３号３
頁以下（昭和４５年）参照。 
［3］インフレ算入論も含んだ近時の中間利息控除に関する議論のまとめとして、岡本智子「損害
額算定における中間利息控除の意義に関する一考察」佐藤進＝齋藤修編『現代民事法学の理論（下）
西原道雄先生古稀記念』（平成１４年・信山社）２２１頁以下参照。インフレ算入論については、
２２７頁以下参照。 
［4］二木雄策『交通死』（平成９年・岩波書店）１５５頁。 
［5］このことは、とくに経済学者の検討による主張からは明らかであるが（浜田・前掲注（２）
３０頁以下参照）、近時の裁判例や論稿には、超低金利時代特有の問題であるかのような検討、及
び理由付けをするものがあるので、注意を要する。経済学者の近時の検討として、二木・前掲注
（４）１４９頁以下、同「『交通死』における逸失利益論」交通法研究２７号９５頁以下（平成１
１年）、同「逸失利益算定の割引率」判タ１０６３号６４頁以下（平成１３年）、同「逸失利益の
算定方式」交通法研究３２号４頁以下（平成１６年）。なお、弁護士の手による、青野渉「所得成
長を考慮した合理的な逸失利益算定方法」損害論研究会編『逸失利益等の算定における中間利息
控除率の研究』（平成１４年・損害論研究会）２９頁以下は、「これは、単に『今は低金利である
から、中間利息控除率も低くすべきである』という内容ではなく、低金利時代でも高金利時代で
も、普遍的に、３％が妥当であるという見解である」とする点で、（３％の主張が妥当かどうかは
別にして）以上の問題の所在を正しく把握している。 
［6］浜田・前掲注（２）３３頁以下。一時期の急激なインフレ時を除き、数字は、比較的安定し
ている。 
［7］青野・前掲注（５）４５頁。統計上は、実は、高度成長期の方が現在の低金利時代に比べ、
５％で中間利息を控除することの問題が大きかったことがわかる。 
［8］福岡地判平成８年２月１３日判タ９００号２５１頁（４％）。 
［9］東京高判平成１２年３月２２日判時１７１２号１４２頁（４％）、長野地諏訪支判平成１２
年１１月１４日判時１７５９号９４頁（３％）、津地熊野支判平成１２年１２月２６日判タ１０８
０号１８５頁（就労可能年数１２年間２％、その後の平均余命１２年間５％）、札幌地判平成１３
年８月３０日判時１７６９号９３頁（症状固定後５年間３％、その後の４２年間５％）、津地四日
市支判平成１３年９月４日判時１７７０号１３１頁（２％）、札幌地小樽支判平成１５年１１月２
８日判時１８５２号１３０頁（３％）。 
［10］たとえば、東京地判平成１２年４月２０日判時１７０８号５６頁、東京高判平成１２年１
１月８日判時１７５８号３１頁、東京高判平成１３年６月１３日判時１７５２号４４頁、大阪地
判平成１４年１０月３０日交民集３５巻５号１４４６頁。主たる論点とならなかったものを含め
れば、大多数の判決といってもよいかもしれない。なお、最判平成１２年７月１７日自動車保険
ジャーナル１３８０号１頁も参照。ただし、裁判所が消極的な意味で５％を維持しているという
指摘として、「座談会・最近の交通事件をめぐる諸問題」交民集３１巻索引・解説号４２４頁（河
邉義典発言）（平成１３年）。 
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［11］注（９）に掲げた札幌地小樽支判以外の諸判決。 
［12］札幌地小樽支判・前掲注（９）。ただし、公刊物に掲載されていないものの、本件の原審判
決も問題の所在を正しく認識している。 
［13］最判昭和３６年６月２０日民集１５巻６号１６０２頁。債券の償還について、償還時に貨
幣価値が下落していても、償還期限に債券面記載の償還金額を支払えば、弁済により免責される
と判示した。 
［14］二木・前掲注（４）。 
［15］東京弁護士会法友全期会交通事故実務研究会編『交通事故実務マニュアル』（平成１０年・
ぎょうせい）１３１頁。川井健ほか編『注解交通損害賠償法（新版）２巻』（平成８年・青林書院）
１１９頁以下（福永政彦執筆）も参照。 
［16］藤村和夫＝山野嘉朗『概説・交通事故賠償法』（平成１１年・日本評論社）１２６頁（藤村
和夫執筆）。 
［17］藤村和夫「逸失利益の算定について」自動車保険研究２号５１頁以下（平成１２年）、潮見
佳男『不法行為法』（信山社出版）２７８頁（平成１４年）。 
［18］藤村和夫「判批」判時１７２５号２１８頁（判評５０２号４０頁）以下（平成１２年）、並
木茂「判批」リマークス２３号３８頁以下（平成１３年）、細矢郁「判批」判タ１０６５号１２６
頁以下（平成１３年）。判例評釈等以外でも、藤村和夫「逸失利益の算定について（下）」インシ
ュアランス３９３８号４頁以下（平成１３年）、高野真人「中間利息控除について」ひろば５４巻
１２号３６頁（平成１３年）、藤村和夫「中間利息控除割合」賠償科学２８号１１７頁以下（平成
１４年）。反対、村田正人「判批」自動車保険ジャーナル１３８０号５頁（平成１３年）は、津地
熊野支判・前掲注（９）を肯定的に評価する。ただし、理由づけは、低金利であり、この点で不
十分である。 
［19］鈴木諭「判批」自動車保険ジャーナル１３７４号１頁（平成１２年）、河邉義典「東京地裁
民事交通部における事件処理の現状」ひろば５４巻１２号７頁（平成１３年）。 
［20］塩崎勤「逸失利益の算定における中間利息の控除割合」自動車保険ジャーナル１３８０号
１頁（平成１３年）。 
［21］松元安子「逸失利益の算定と金利低下について」ジュリ１２２２号１８０頁以下（平成１
４年）。 
［22］「座談会」前掲注（１０）４１８頁以下。 
［23］同前４２２頁、４２４頁（野村好弘発言）。吉村良一「判批」判時１７７０号１８２頁（判
評５１７号２０頁）以下（平成１４年）も同様である。 
［24］「座談会」前掲注（１０）４２２頁（山田卓生発言）。大島眞一「逸失利益の算定における
中間利息の控除割合と年少女子の基礎収入」判タ１０８８号６３頁（平成１４年）も同様である。 
［25］それまでは、中間利息控除割合として５％が高すぎるという見解は、おもに訴訟における
原告（被害者）側の主張として展開されていたが、損害論研究会編・前掲注（５）により、論文
集として主張された。ただ、３本ある弁護士による論文のうち、２本（村田正人「超低金利時代
の損害賠償論」同前１頁以下、島田浩樹「逸失利益等の算定における中間利息控除率について」
同前８１頁以下は、この問題を低金利時代特有の問題と捉えている点で、不十分である。ただし、
実務界において、裁判所が貨幣価値の変動を考慮に入れる余地がまったくなく、その主張をして
もまったく無駄なので、あえてそれを考慮した主張をしないということであれば、別である。こ
れに対し、注（５）でも述べたように、青野・前掲注（５）２９頁以下の問題把握は、経済理論
上、正しい。 
［26］青野・前掲注（５）５３頁以下。 
［27］二木雄策「逸失利益と遅延損害金」判タ１１０４号４４頁以下（平成１４年）も参照。 
［28］実質金利に経済成長率を加えたものが名目金利であり、各国の法定利率は、これを前提と
しているという議論である。 
［29］この議論だけは、標題のみではわかりにくいので補足すると、「定期金賠償という方式があ
るのに、これを主張せずに一括賠償を求める以上は、その不利益は原告が負担すべき」という議
論である。場面は異なるものの、近時の文献として、大島眞一「重度後遺障害事案における将来
の介護費用」判タ１１６９号７３頁以下（平成１７年）は、定期金賠償方式をより積極的に活用
することを論じている。中間利息控除との関係では、７９頁参照。 
［30］川井健「判批」ＮＢＬ８１４号４４頁以下（平成１７年）。 
［31］法務大臣官房司法法制調査部・監修『法典調査会民法議事速記録３』（昭和５９年・商事法
務研究会）２３頁以下。 
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［32］新美・前掲注（２）１１４頁以下は、法定利率は市場利率を擬制しており、インフレ率と
実質金利の和が５％とされたとする。注（２８）も参照。 
［33］本文に述べた理由で民法４０４条が中間利息控除と無関係だとすれば、原審判決が「『合理
性』以外に、補充規定が修正される法的根拠を示していない」（川井・前掲注（３０）４９頁）と
いう指摘に対しては、民法４０４条は、そもそも中間利息控除に関する補充規定ではない、と反
論でき、また、同条が中間利息控除に類推適用される（川井・前掲注（３０）４７頁）という説
は、採れないことになる。 
［34］川井・前掲注（３０）４８頁。 
［35］川井・前掲注（３０）４９頁は、統一的処理の必要性は、肯定する。 
［36］最判昭和３９年６月２４日民集１８巻５号８７４頁参照。損害額の算出に際し、蓋然性に
疑いがあるときは、被害者側にとって控え目な算定方法を採用すれば、損失の公平な分担を究極
の目的とする損害賠償制度の理念に副うのではないかと判示した。原審判決は、おそらくこれを
前提として「控え目」に算定した。 
［37］丸山絵美子「判批」法セ６０９号１２８頁（平成１７年）は、民事法定利率での統一を民
法が予定していると解することが妥当かは、直接の明文規定が存在しない以上、問題とし得ると
する。 
［38］川井・前掲注（３０）４９頁。 
［39］川井・前掲注（３０）４９頁。ただし、この説は、類推適用を認めるが、それが採れない
理由は、注（３３）参照。 
［40］島田・前掲注（２５）８５頁以下、とくに９１頁以下は、裁判例の大勢も、この問題を事
実認定の問題と解しているように思われるとし、また、最判平成１２年７月１７日・前掲注（１
０）は、中間利息控除割合の問題が事実認定の問題であることを前提としているとする。 
［41］これについては、島田・前掲注（２５）９２頁以下参照。 
［42］川井・前掲注（３０）４８頁は、「多数の裁判例がいう公知の事実としての実質金利もこの
慣習に属する」としているけれども、私には、裁判例のいう公知の事実は、「実質金利」ではなく、
「近時の低金利」（名目金利）を指しているように読める。 
 
＊本判決は、裁時１３８９号６頁に掲載されている。また、本判決の研究・解説として、川井健・
ＮＢＬ８１４号４４頁以下、丸山絵美子・法セ６０９号１２８頁（いずれも、平成１７年）があ
る。 

                                                       （平成１７年９月１４日）          
著者：金沢大学大学院法務研究科教授 尾島茂樹     

  
 


